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連帯・寛容・人間性の尊重・責任の分担である。2000年９月、世界の指導者が一堂に会した過去

最大の国連会議において、加盟国は満場一致で国

連ミレニアム宣言を採択した。これは２１世紀に向

けた国際的な取り組みの価値基準・根本方針・目

標を明示した声明文である。この宣言の中では、

より平和で、繁栄した、公正な･世界を確立するた

めの必要不可欠な機関として、国連の役割が再確

認され、グローバリゼーションが全世界の人々に

とり有益なものになるよう、各加盟国が分担して

その責任を果たすことなどが明言されている。

自由と平等を促進するために、宣言は以下のよ

うに言及している。

「男女共に､その権利と機会の平等は保証されな

ければならない｡」

国連人口基金（UNFPA）は、これらの展望を実

現させるために日々行動し、また、1994年カイロ

で開催された国際人口開発会議（|ＯＰＤ）で設定さ

れた目標を達成するための政策と戦略を各国が導

入できるよう支援を行っている。

この宣言に盛り込まれた目標は、次の通りであ

る。①2015年までに妊産婦死亡率を75％削減する

こと｡②HIV/AlDS・マラリア・その他の主な疾病

の蔓延を抑制すること｡③１日の収入が１ドル以下

の人々､また飢えや安全な飲料水不足に苦しむ人々

の割合を半減すること。④すべてのレベルで少年

少女が平等に教育を受けられるようにし、すべて

の子供たちが初等教育を受けられるようにするこ

と。⑤2020年までに少なくとも１億人と見積もら

れるスラム地域の住人の生活を大幅に向上させる

こと。

この「人口問題ブリーフィング･キット」2001年

版は､男女間の平等・ＨｌＶ/AlDS問題・持続可能な

開発など、世界中の個人及び政府が直面している

主要な問題をまとめたものである。有害な伝統的

慣行を含む女性に対する暴力がなくなるよう求め、

さらに家族計画やＨⅣ/AlDSなど性行為感染症の予

防のために避妊具(特に男性用及び女性用コンドー

ムなど）がますます必要となると述べている。

~-早し』－てiミトルュ
国連人口基金（UNFPA）事務局長］

ソラヤ・オベイド

文書(A/RES/55/2）は、２１世紀の国際関係の基

礎となる以下の６つの価値基準を明示している。

それらはすなわち､自由・平等(個人間と国家間）.

１在任14年間の後引退したナフイス・サデイクlW土（D｢・NafisSadik）の後任として、2001年１月１日、ソラヤ・オベイド女史が国連人口蕊余（UNFPA）蛎務局長

に就任した。
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国連人口基金（UNFPA）

は、人口問題の解決を支援

する組織として世界最大の

国際機関である。同基金は

開発途上国及び経済移行期

にある国々ｉの要請に応じて

各国のリプロダクテイブ・

ヘルスiiと家族計画について

のサービス向上の支援を行

い、同時に持続可能な開発

を支えるための人口政策・

戦略を作成する手助けをし

ている。

援助国から開発途上国に

対して行われている人口問

題に対する支援の25％が

UNFPAを経由したものであ

る｡1969年の活動開始以来、

UNFPAは約50億ドルの支援

を行ってきた。

ＵＮＦＰＡは､主に３つの分

野のプログラムを支援して

いる。それは、①家族計画

と性行動に関する健康（セ

クシャルヘルス）を含むリ

プロダクテイブ・ヘルス(人

口再生産に関わる健康）の

分野でのプログラム、②人

口と開発戦略の分野、そし

て、③人口と開発問題解決

のための啓発活動の分野で

ある。

第１章リプロダクテイブヘルスとリプロダクテイブ･ライツ…３
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ロダロテイブ・ヘルスと

ロダロティゴ・ライツリブ
｢すべてのカップルと個人は、子供の数と出産の間隔を、自由に責任を持って決

定する.権利を有し、そのための情報、教育、手段を得られなければならない｡」

国際人□開発会議（ｌＣＰＤ）行動計画、原則８

戯
ｌｇ

Ｚ－－

スを強制されるなど虐待された経験を持つ。その多くは

顔見知りの男性によるものである｡毎年200万人の少女が、

女'性器切除(ＦＧＭ)１mの危険にさらされ､さらに毎年5.00Ｃ

人もの女性・少女が、いわゆる「オーナーキリング（名

誉の殺人)」（第２章参照）により殺されている。

●難民・国内避難民・紛争や緊急事態に巻き込まれた人々

は、家族計画から'性的暴力・強姦が起きた場合の治療と

カウンセリングに至るまで、リプロダクテイブ・ライツ

に関する特別の対応が必要となる。

リプロダクテイブライツ（人口再生産に関わる権利）

子供の数と出産の間隔を自由に責任を持って決定する権

利は、数億人もの女'住にとってリプロダクテイブ・ヘルス

を向上させるための重要なカギである。リプロダクテイブ・

ヘルスと性行動に関する健康を達成するためには、避妊・

妊娠中のケア・HlV/AlDS等の'性行為感染症の予防などを含

めた情報・教育・家族計画サービスを必要とする。しかし、

多くの地域では健康と人間の性に関する情報があまりに乏

しく、適切なサービスを得ることができない状態にあり、

女性は自立する自由を否定され、少女は就学するかわりに

若いうちに結婚し、出産することを期待されている。これ

らのことやその他の要因が、女性とその家族の健康を危険

にさらし、女性が持っている可能性を制約している。

1995年に北京で開催された第４回世界女性会議で採択さ

れた行動綱領第96パラグラフにおいて「女性の人権には、

性行動に関する健康とリプロダクテイブ・ヘルス、及び性

に関する抑圧、差別、暴力からの開放を含む、’住に関する

事柄を自由に責任を持って管理し決定する権利を含む｣と、

明記されている③

現在の進展状況

女性の権利が尊重されると、リプロダクテイブ・ヘルス

及び性行動に関する健康は劇的に改善される。1994年カイ

ロで行われた国際人口開発会議（|CPD）以来、いかにリプ

ロダクテイブ・ヘルスを実施するかという点から数多くの

変革を行ってきた。現在多くの国では、家族計画やリプロ

ダクテイブ・ヘルスに関する情報やサービスを女性にかぎ

らず男性や青少年に対しても提供するというアプローチが

とられてきつつある。また、これらの国々ではさらにカウ

ンセリングを行い、ケアの質を向上させることですべての

人にとって、それらのサービスが利用されやすくなるよう

工夫している。

またカイロ会議では、各国に対し様々な経験から学んだ

ことを分野に適用するよう求めた。カウンセリングを例に

とれば、カウンセリングとは決して、Ⅵ何をすべきか〃を教

えることではなく、ｗ情報に基づいた責任ある決定''を自分

でくだせるように手助けすることである。

③過去30年間にわたる現代的な避妊法の開発により、人々

は自分の家族を計画する自由とその能力をより一層享受

することができるようになった。

●30年前、避妊法を利用していたカップルは10％以下だっ

たが、現在では約60％に増加した。

●家族の規模（人数）は、1960年代には子供の数が平均６

人であったのに対し、現在では３人以下に減少した。

各種サービスの提供においては､その質を常に考慮しなけ

ればならない。これにはサービスのあらゆる側面が含まれ、

いろいろな避妊具の使用有効期限を確認することから､青少

年向きの情報やサービスを彼らに届くような形で提供する

ことにまで及ぶ。高品質のサービスを提供するということ

は、個人のニーズに合うような広範囲のサービスと様々な

避妊具を利用できるようにするということも意味している。

家族計画サービスにおいて、その質が重要であることを

緊急課題

●毎年51万4,000人以上の女性が妊娠・出産時の合併症によ

り死亡している。これは毎分１人の割合であり、これら

死亡例の99％が開発途上国で発生している。そしてその

約15倍の人々が後遺症や感染症に悩まされ､毎年5,000万

人以上が妊娠に関連した合併症により、長期間にわたっ

て後遺症や障害に苦しんでいる。

ｏ現在､3,610万人がＨＩＶ/AlDSの感染者であり､2000年には

530万人が新たに感染しており､緊急な対策が必要である。

また､ＨⅣ感染者の半数が25歳以下である（第４章参照)。

●毎年7万8,000人の女性が安全な処置のとられない妊娠中

絶で死亡するが、そのほとんどが開発途上国で起こって

いる。国連は望まない妊娠を減少させ、安全な処置のと

られない妊娠中絶が健康に与える影響を重要な公衆衛生

の課題として扱うよう、各国に要請している。

●3億5,000万組のカップルが安全で手ごろな価格の避妊法

を利用できない状況にある。開発途上国60カ国以上で行

われた調査が示すところによると、現在避妊を実施して

いない女性の中で１億人以上の女性が、次の子供の出産

までの間隔をもっとあけたいと思うか、あるいはこれ以

上子供を持ちたくないと望んでいる。

●少なくとも女'性の３人に１人が、暴力を受けたりセック

３



いくら強調しても強調しすぎることばない。もしすべての

女性が現代的で安全かつ効果的な家族計画サービスを受け

られるようになれば、望まない妊娠を防ぎ、妊産婦死亡率

や後遺症や性行為感染症の３分の１を回避することができ

るからである｡青少年に情報を与えて教育し､彼らの医療・

保健への関心を高めれば、現状を変えていく可能性は格段

に増大するだろう（第８章参照)2。

いかなる場合であれ、少年と少女が共に小学校あるいはそ

れに相当する教育を十分に受けられるようにする。

死亡率を減少させる-2000年までに乳児及び５歳以下の

幼児死亡率を少なくとも３分の１減らし、少なくとも出生

1,000人に対する乳児死亡を50人､幼児死亡を70人以下に削

減する。また2015年までにそれぞれ35人、４５人にまで減少

させる。

2000年までに､妊産婦死亡率を1990年代の半分とし､2015

年までにさらにその半分まで減少させる（特に妊産婦死亡

率の高い国々においては、出生10万人に対し60人以下とす

る)。

リプロダクテイブ・ヘルスー2015年までに、全･世界で安

全で信頼できる家族計画の方法とそれに関連するリプロダ

クテイブ・ヘルス及び性行動に関する健康（セクシヤルヘ

ルス）のサービスを誰でも十分に利用できるようにする。

1999年･世界の指導者たちが集まり、上記の目標に対する

進行状況を再検討し、今後とるべきカギとなる重要な対策

を提示した．ＩＣＰＤ開催後の５年間で、多くの国が性行動に

関する健康（セクシャルヘルス）及びリプロダクテイブ・

ヘルスに関する情報、サービスを提供するための様々な対

策をとってきた。特に家族計画の進展が顕著である（第１０

章参照)｡さらにサービスがより簡単に得られるようにする

ことやサービスを青少年にとってより身近なものにするこ

と、またサービスの質や避妊具の品質を保証することにま

すます多くの配慮がされてきている。

参加国の３分の２が、男女間の公正と平等を促し、女性

に権利を与える政策や法的措置を導入した。これには相続

権、財産権、雇用される権利、性に関する暴力から逃れる

権利が含まれる。

安全な妊娠及び出産

ほとんどの開発途上国における１５～49歳までの女性の死

亡及び障害の最大の原因は、妊娠・出産に伴う合併症であ

る。また妊娠・出産時に母親が死亡することで、その子供

も死亡する可能性が高いという悲劇的な状況が存在する。

●開発途上国における女性の妊娠に関連する死亡率は、先

進国の30倍である。

●開発途上国における出産のわずか53％しか、技術を持っ

た出産の専門家の介助を受けていない。

これら妊娠・出産に関わる死亡のほとんどは予防可能で

ある。国連人口基金（UNFPA）は、安全な妊娠及び出産の

ために、以下のことが必要不可欠であると考えている。

●妊娠期間中のケア

⑥技術を持った専門家による出産介助

●緊急時の産科へのアクセス

●産後の大量出血、血圧の上昇及び感染に関するケア

安全な妊娠及び出産のためにこのような対策をとり、家

族計画を通じて望まない妊娠を防ぐことで、妊産婦死亡率

は大幅に低下させることができる。国連人口基金は、紛争

や自然災害の状況下での安全な出産のために緊急リプロダ

クテイブ・ヘルス・キットを提供している。

蕊

現在の進展状況と成功の具体例

ガーナ、ナイジェリア、ウガンダ、ベトナムでは、アメ

リカ看護婦・助産婦カレッジにより開発されたトレーニン

グ法を用いて、助産婦へ救命技術の訓練が行われている。

救命技術とは出産の際に緊急事態が発生した場合に女性の

生命を救うために必要となる技術で、どのような事態が生

じるかという危険性の具体的な理解と把握、それらに対す

る対処法、臨床管理技術などが含まれる。

ジャマイカでは、早過ぎる妊娠によって何千人もの少女

が退学に追いこまれ、その後彼女たちのほとんどは仕事を

見つけることができないでいる｡(鮒ジャマイカ女'性センター

は、UNFPAの資金により、職業訓練とカウンセリングサー

ビスを提供し、多くの少女たちの復学を支援している。そ

の活動は女性が教育を受けられるよう熱心に促し、若い女

性が性や出産に関する生活の管理を自分で行えるよう援助

することで貧困のサイクルを打破することを目的としてい

る。

タイやウガンダでは､徹底した情報提供と予防キャンペー

ンにより、若年層を中心に新規のHlV/AIDS感染率が３分の

２に減少した。また、妊婦検診を受ける若年の女１性の感染

率も低下し始めている。

リブロダクテイブ。ライツは世界各地で認識されている

家庭規模と出産の間隔を計画する権利は、1968年にテヘ

ランで開催された国際人権会議で合意され、1974年にブカ

レストで開催された世界人口会議で、その詳細についての

検討が行われた。

1994年カイロで開催された国際人口開発会議（lCPD）で

は､参加180カ国がリプロダクテイブ・ヘルスと性行動に関

する健康（セクシャルヘルス）の権利の保護を躯った20年

計画を承認した｡ＩＣＰＤ行動計画(lCPDProgrammeofAction）

と呼ばれている、この20年計画では、男性・女性共に、い

かなる圧力も受けず家族計画や性行動に関する健康（セク

シャルヘルス）を含むリブロダクティプ・ヘルスケアを受

ける権利を持ち､子供の数と出産の間隔を自由に責任を持っ

て決定する権利を持つことを確言している3｡そこではリプ

ロダクテイブ・ヘルスとは、身体・精神・社会的に満足の

いく状態を意味し､単なる病気や疾患がないことではない。

人々は満たされた安全な性生活を営むことができ、その結

果、子供を持つこともできる。しかしながら、帆いつ"、、､ど

のような間隔で〃出産を行うか、また子供を持つか持たな

いかも自由に決定することができる権利を持つ、ことなど

が確認された4.
鷲多くのアフリカの国々では、全女性の半数近くが20歳前に最初の子を出産する。ラ

テンアメリカのほとんどの国では３分の１以上の女性が20蟻前に最初の子を出産す

る。アメリカ合衆国では、約10人に１人が20歳前に出産する。

出所：TheAl3nGultmElcherlnstiiule,１９９８１１AppendixTable4:Ado1escelll

Cl1ildbGaringin53Counl｢iespilr(ｏａＮｅｗＷｂｒ/d：yDungWbmenIsSexua/and

Reproduc1/veLives、NewYork：ThGAlElnGutlmache「lnsliluie．

:’国際人ロ開発会議（|ＯＰＤ）行動計画、原則８パラグラフ７．２，７．３

ｌ１ＣＰＤ佇鋤計画パラグラフ７．２７．３

|ＣＰＤ行動計画の目標

世界中のすべての子供たちに教育を-2005年までに、初

等及び中等教育における男女格差を解消すること。できる

限り早い時期、あるいはどんなに遅くとも２０１５年までに、
４
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女I性のエコバローメコトⅣ、

の終焉暴力
「ジェンダ､－の平等と公正の向上､女性のエンバワーメント､女性に汀するあら

ゆる種類の暴力の排除､女性が自らの出産をコントロールする能力を守ることは、

人口・開発関連プログ`ラムの基礎である。， 鹸
仙
鱸

－ｌＣＰＤ行動計画、原則４

⑤男子を好む（男児選好）という形態の差別は、積極・消

極的な女児の育児放棄や、性選択を目的とした妊娠中絶

を引き起こしかねない。その結果、人口に占める女'性の

割合は、自然な数値よりも低くなっている｡

女'性に対する暴力と差別の影響

少なくとも女'性の３人に１人が、その生涯において暴力

を受け、セックスを強制され、虐待された経験を持つ。虐

待を加えるのは、被害者の家族の人間であることが最も多

い。近年、ジェンダーに基づく暴力は、公衆衛生の主要な

課題であり、人権の侵害であるとの認識が高まってきてい

る。暴力は多くの社会において女性の社会的地位の低さを

示すものである。

●世界銀行の資料5によると、世界各地において15～44歳ま

での年齢の女性の暴力による死亡や障害が、癌・マラリ

ア・交通事故・戦争による死亡や障害をも上回る。

●毎年200万人の少女・女性が女性器切除(ＦＧＭ)の危険に

さらされている。

●アメリカ合衆国では、１５秒に１回女性が暴力を受けてお

り、そのほとんどが夫によるものである。また、１８～45％

のインドの既婚男性が妻を虐待したことを認めていると

いう研究報告がある6。

●暴力や差別により、女性のHlV感染のリスクが高まってい

る。昨年220万人の女性が新たにＨｌＶに感染した（第4.章

参照)。暴力を受ける恐怖のため'二、女性たちは夫やボー

イフレンドとコンドームの使用を話し合う機会を持てな

いでいる。

平等な機会、平等な権利、平等の責任

平等と公正は、女性とその家族のより良い生活であると

言い換えることができる。身体的にも健康で社会的な地位

も向上した（エンパワーした）女性は、コンドーム使用を

促進し、望まない性的関係を拒絶し、暴力的なパートナー

と別離し、さらに必要なサービスを得ることで暴力や病気

から自分を守ることが可能となる。

生活の中における女性の役割が単に子供を産む能力であ

ると定義される場合､女性には選択の自由はほとんどない。

経済活動を行う機会が少なく、社会的地位が低いため、女

性が自立するには限界があり、特に結婚や子供の数の決定

に関してはその傾向が強い。

今なお多くの国々において、法律や慣習が様々な女性の

権利を制約している。その権利とは以下のものである。

〕TheWorldBank，Ｗb"dDeve/opmen【RepoﾉＴＪ的ａｌｗｅｓｌｊｎｇｉｒ１Ｈｅａ/【/１

６国運エイズ共同計画(ＵＮＡｌＤＳ１１９９９

女性の識字率と出生率 女性の識字率(15歳以上）1995-2000年の合計特殊出生率(TFR)＊
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●土地や財産の相続権。

●融資を受ける権利。

●学校に通学・在学する権利。

●就労して所得を得て、昇進し、職業上の差別から解放さ

れる権利。

●'性行動に関する健康（セクシャルヘルス）とリプロダク

テイブ・ヘルスに関してサービスを利用する権利。

教育はより良い生活を実現する可能性を提供する最も良

い機会であるが、以下の統計が示すように差別は依然とし

て顕著である。

●世界の非識字成人9億6,000万人のうち３分の２が女性で

ある。

●小学校に通っていない子供1億3,000万人のうち３分の２

が少女である。

女性が教育を受け家族計画の知識を持てば、より小さく

健康な家族を作ることにつながる。高い教育を受ければ乳

児死亡率や出生率は低下する。利用できる医療や保健が限

られている多くの貧しい国々では、学校教育が幼児死亡率

の低下に大きな影響を与え、就学年数が１年増える毎に幼

児死亡率が５～10％減少している。

国際人口開発会議(ICPD)行動計画及びその他の宣言文

1993年国連総会において、「女性に対する暴力とは､女性

の権利と基本的自由の侵害である」との決議が採択され、

女性への暴力を廃絶するために国際社会が積極的に取り組

むことを要求した。

1994年カイロで開催された国際人口開発会議は、その行

動計画において男女間の平等（ジェンダーの平等）を唱え、

女性のエンパヮーメン卜を実現することで女'住が自らの出

産を管理できるようにすることを提唱した。また、ＦＧＭを

はじめとする女性への暴力の根絶を要求している7．

世界社会開発サミット（1995年コペンハーゲン）で唱え

られた宣言と行動計画では、女性の教育と職業の機会均等

が求められた。

第４回世界女性会議(1995年北京）では次のことが提唱

された。-2015年までに質の高い医療や保健サービスを

すべての国で利用できるようになること。男性と同じよう

に女性も土地を所有し、融資を受けることができ、また男

女の差別なく雇用が保障されること。個人の権利及び政治

的権利を実効力のあるものとして確立すること。女性に権

利を与える（エンパワーメン卜）重要な手段として少女と

若い女'住に教育を受けさせること。

国連人権高等弁務官は､1997年に､女性が求めている様々

な権利はすべて基本的人権であると述べている。

1999年10月、国連総会は女性に対するあらゆる形態の差

別を排除するための条約(女性差別撤廃条約：CEDAＷ)に

関して21項目の任意議定書を採択した。同議定書は、参加

加盟国の女性が権利を侵害されたことを訴え、参加加盟国

の中での重大かつ組織的な暴力の現状に対する審問手続き

をとることを認めている。

輪辮

出ロィ

女'性器切除(ＦＧＭ)の廃絶

少女や女性の'性器切除という有害な`伝統的因習に反対す

る機運が高まっている。地域社会や宗教団体の意識が高ま

り、各国政府は法律を通過させ、ＦＧＭ終結のための国際的

な合意形成も間近である｡毎年200万人もの少女が性器切除

の危険にさらされており、全世界で推定1億3,000万人の女

性が何らかの形での女性器切除を受けたとされている。

女性器の切除は、通常思春期の少女か結婚年齢に近づい

ている若い女性に対して行われるが、これらは医療施設で

はない所で、麻酔も施されずに、不潔な器具で行われるの

が通例である。ＦＧＭは少女・女性に対し、心理・身体的に

深刻な影響をもたらす。

●ＦＧＭの結果､毎年何千人もの少女と女性が感染や出血が

原因で死亡し、出産時に死亡している。

●ＦＧＭ全体の80％がクリトリスと小陰唇の切除であり､15％

が最も過激なＦＧＭの形態である陰部封鎖である、

現在の進行状況及び成功の具体例

エチオピアでは、家族計画を提供する際に、従来必要で

あった配偶者の承諾が不要となったとたんに､診療所のサー

ビス利用が26％増加した。女'性はこれまで男I住から暴力を

受けたり捨てられたりする恐れから、家族計画を利用した

いと申し出たりサービスを求めたりすることができなかっ

たのである。

マリでは、ファミリー・ヘルス・インターナショナルの

女'性研究プロジェクト（FamilyHealthlntemational1s

Womell1sSludyProject)の一環として行われた､新たに避

妊具を利用し始めた人々の将来動向に関する研究で、リプ

ロダクテイブ・ヘルスを推進していくときに､パートナーと

して男性が参加することがいかに重要であるかが示された。

北ウガンダでは､リーチプログラム(Reproductive，Educaljve

andCommuniIyl-Iealth：リプロダクテイブ・教育・地域

保健プログラム）が現地の文化に詳しい人々との協力で、

大人の女性になる通過儀礼としてのＦＧＭに代わり成人の記

念品を贈ったり成人式を行ったりすることで、ＦＧＭを大幅

に削減することに成功した。

ヨルダンでは、２２以上の非政府組織（ＮＧＯ）が女性問題

に取り組んでいる。その多くが、社会的経済的に低い階層

の女性に対し､女性の法的権利に関する教育を行っている。

1997年ヨルダン女性ユニオン(JordanWomen1sUnion)は、

女性に法律のカウンセリングを提供するホットラインを開

設した。

男'性の参加

男性が支援・協力・参加をすれば､女性への暴力のない、

より公平な世界の実現が加速される。

男性参加の目的は家族の規模を男女の合意のもとで決め、

あらゆるレベルの政策・計画に対し男女が共に影響を与え、

避妊に対する責任を男女が共に分担することにある。男性

も家庭内暴力・売春・強姦を根絶する努力をし、娘・妻・

母・姉妹に対する虐待を防止するために積極的な役割を果

たさなければならない。

多くの文化において男性の意向が優勢であるために、ど

のように子供を作るかという意思決定をする際に、男性が

協力的かどうかが避妊具の使用を高めるためのカギとなる。

そこで、家族計画プログラムにおいて、様々な方法一

男性専用の診療所の設置、男性が訪れやすいように既存の

診療所の改修、また、職場における各種サービスの提供、

コミュニティレベルでコンドームの配布や情報提供、さら

に男女が協力しあうことは素敵だというイメージを社会に

浸透させるよう努力する－など、より男性を引き付ける

ようなサービスを提供する事例が増加している。

６
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環境 ｡人□・開発

●1971年以来、世界規模でのエネルギー便用量が70％増加

し、今後'5年間に毎年２％強ずつ増加すると予測されて

いる。これにより温室効果ガスの排出量が現在の水準の

約50％増加する見通しである。

●現在世界の陸地の６分の１にあたる約20億ヘクタールが、

過剰な家畜の放牧や劣悪な農法のために劣化している。

さらに毎年1,600万～2,000万ヘクタールの熱帯雨林や森

林が破壊されている。

●世界の人口の３分の１が、すでに中程度あるいは深刻な

水不足の中で生活している。

⑨地球上のサンゴ礁の約58％、魚類の全種類の34％が人間

の営みにより生存の危機に瀕している。

持続可能な開発 儲
ト
仏

より高い生活水準で､より良い教育､より高度な医療・保

健を享受し､より多くの経済的な機会が与えられるような、

より良い生活をしたいという目標は、すべての人に共有さ

れるものである。これは現在の我々にとっての目標である

のみならず、将来の我々の子供にとっての目標でもある。

今日､約13億の人々が絶対貧困線以下の生活をしている。

その生活水準を改善しなければ、子供を含む地球上５分の

１の人々が、栄養失調・病気・非識字に苦しめられ続ける

ことになる。我々は、環境を破壊することなく人々の生活

水準を向上させる努力を続けなければならない。

●世界の人口のうち最も所得の高い国に生活する20％の人々

が個人消費全体の86％を消費するが、最も所得の低い国

に生活する20％の人々はわずか1.3％を消巽しているにす

ぎない。

●最も豊かな５カ国で、世界の二酸化炭素排出越の53％を

占めているのに対し､最も貧しい５カ国の排出割合は３％

である。

●先進国で生まれた１人の子供は、その生涯で開発途上国

の子供30～50人分以上の消費を行い、汚染物質を排出す

ることになる。

リプロダクテイブ・ライツは、持続可能な開発と強く関

わっている。各個人がより小規模で、より健康な家族を維

持するために必要な情報とサービスを受けることができれ

ば、自然資源は維持されるのである。また、最終的に人口

増加のペースを遅らせ、安定化させることにより、各国政

府は人々のニーズに合致させながら、同時に環境保護の取

り組みをする＋分な時間を得ることができる。例えば、淡

水資源を保全し、より持続的な農法を導入しながら温室効

果ガスの排出を削減することができる8。

R2L-

人間の健康への影響

急速な人口増加と貧困は、（生活)環境を劣化させ､健康

への脅威を増大させる。飲料水への排泄物の混入による汚

染は、今なお世界各地において最大の死亡原因の１つであ

り、加えてマラリアにより毎年数百万人が死亡する。室内

に過剰な人数が生活していることや、調理・暖房により室

内に発生する煙が原因となる呼吸器疾患による死亡はさら

に数百万人にも及び、そのほとんどが子供である。

●毎年空気の汚染により死亡する推定270万人のうち220万

人は室内汚染による死亡である｡また､その犠牲者の80％

が開発途上国の農村に住む貧困者である｡貧しい人々は、

排気ガスや汚染された河川に身をさらすことが最も多い

にもかかわらず､自らを危険から守る術をほとんど待たない。

●1994年の統計によると、約11億人が清潔な飲料水を得る

ことができず、２８億の人々が衛生的なトイレを利用でき

ないと推定されている。毎年約2億5,000万人が飲料水を

媒介とした伝染病に感染し､そのうち約1,000万人が死亡
している。

環境に対する影響
耕地と食料への圧力

牛の放牧により破壊された熱帯雨林、排気ガスで覆われ

た都市、灌厩のため干上がってしまった巨大な湖など、局
地的な環境への被害は明確である。これに比べて、地球規

模での影響、例えば、大気中の二酸化炭素濃度の増加や漁

獲量の減少、農薬や他の化学物質の健康に与える影響など

になると一見わかりにくくなる。その傾向や影響を理解す

るためには、より高度な研究が必要となる。人間が環境に

与える影響は、人口の規模、１人当たりの消費量とその商

品を製造する技術などが関連しあって決まる。

●過去150年間､森林伐採により大気中の二酸化炭素濃度は

推定30％増加した。このことは、生物多様性の喪失と生

態系破壊の大きな原因となっている，。

ほとんどの農業はすでにⅥ持続不可能''になっている。こ

れは、同じ土地で永久に艇作物を生産し続けていくことが

できないことを意味する。現在世界中で用いられている農

法は、土壌流出、水路を汚染し、淡水浪費の原因となって

いる。また、食料栽培に利用可能な地球上の土地のほとん

どは、すでに利用されている。したがって、今ある土地か

らより多くの食料を生産するために、農業従事者は資源の
利用効率を高め､有害物質を減らす農法を見出す必要がある．

７PopulationActionlntemalional

この章の数値はWorldResourcelnsIituIeのWor1dResourCes20002007による｡



環境から健康被害を受ける可能性：開発i余_'二国

この地図は、環境が

及ぼす様々な脅威の地

布を描いたものである

開発途上国における

間の健康に与える脅威

示されているが、こう

威は貧困と結びついた

危険性、及びエ業化と

た化学的危険性の双方

生じたものである。
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過去50年間に食料生産量は、高まる需要を常に上回って

きた。一般的には世界中の食料牛塵量は全人口の必要とす

る栄養を満たしていると言えるが、その分配面で問題があ

るため約８億の人々が十分な栄養を得ていない10．

過去30年間にサハラ以南のアフリカでは、１人当たりの

食料生産量が16％減少している！'・自然条件．技術．消登と

分配のパターンは常時変化することから、将来の食料生産

量を予測することは難しい。しかし最終的に各国が自国民

を食べさせるために食料を購入しなければならなくなった

ときには、（もともと乏しい)社会．経済開発の資源を削っ

てでもそうしなければならなくなるだろう。

だ避けられない来たるべき人口増加に、各国はこれまでよ

り時間をかけて準備することができる。

女性の地位向上

環境を保護し人口増加のスピードを弱めるには、女性に

目を向けるべきである.なぜならば女性は環境劣化に最も

大きな影響を受けるが、同時に最も大きな影響を与えるこ

とができる集団だからである。よって、女性・少女に対し

て教育を行うこと、リプロダクテイブ・ヘルスと性行動に

関する健康の情報・サービスを提供すること、収入を得る

機会を与えることは最も重要な行動分野である。

環境にやさしいテクノロジーの共有

先進国は既存の技術を利用すると同時に、生態系に与え

る悪影響を最小限にとどめるような新技術の開発をする必

要がある。そしてこのような技術を開発途上国がより広範

囲に利用できるようにしていかな'ナればならない。

女'性と環境

地方レベルで見れば、女性は環境問題から最も被害を受

けている。しかし女性は変化を創り出す最も大きな可能性

を持っている存在でもある。開発途上国では、農村でも都

会でも、飲料水や燃料になる木を手に入れ、食事の準備を

するのは女性である。燃料の木や動物の糞から出る煙が健

康に与える害は、煙草の害よりも大きい。農村地帯では女

性が家畜の世話や作物の栽培をしている場合が多いが、法

律や伝統によりこれらの所有を認められていない場合もあ

る。

もし男女の区別なく教育を受け、融資を受け、土地を所

有でき、法的な諸権利が強化されれば、個々の女性の利益

となるのみならず、その家族と地域社会の環境面・経済面

の福利の向上に貢献するだろう．

バングラデシュ、コートジボアール、グアテマラ、スリ

ランカ等の事例は、もし土地所有、収入、融資などの経済

資源を女性が自ら管理できるならば、男性の場合に比べて

自分の収入をより多く、食料、衣料品やその他の必需品に

費やすことを示している。

消費行動の変化

大量消費・廃棄を続けるライフ・スタイルを持つ、‐世界

で最も所得の高い５カ国の人々はほとんど「北」に住んで

いるが、世界で最も貧しい５カ国に住む人々の基本的ニー

ズを満たす権利の調整を図らなければ、これ以上その生活

スタイルを維持することはできない。例えば、環境保護戦

|略はエネルギー消費を劇的に削減することができる。

貧困の削減

貧困問題の緩和は、長期的な経済及び環境の持続可能性

という点から極めて重要である。南北協力は、絶対貧困を

終結させるために不可欠である。また公正な市場・債務削

減・開発援助と海外からの直接投資もまた同時に絶対貧困

を終焉させるうえで欠くことのできないものである｡農業・

エ業・林業・漁業・運輸・観光事業などを含むすべての経

済活動分野における究極の目標は、その活動を永続的に維

持していくことである。
解決法とその方向1性

リプロタウテイブ・ライツの促進

リプロダクテイブ・ライツを尊重することは、人口増加

率の緩和に貢献する。これにより自然資源への圧迫が弱ま

る。人口増加率が低くなれば、程度は弱まったとしても未

【')WorldResourcelnstiIute・WbJ1dResou“es2000-2001による。

I1PopulalionAclionlnlGrnational・WhyisWbr/dPoplﾉﾉｮI/O/１s〃Gmwjl1g?(なぜ
人口は今､なお蛸え続けているのか）
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-その衝撃と予防

クスを拒んだりすることができない。それはパートナーが

HlVに感染している疑いがあり、またすでに感染しているこ

とを知っている場合でさえも同様である。また経済力がな

いことから、ＨｌＶ感染の危険性が高い関係から、逃れること

さえできないのである。暴力を受けたり捨てられる恐'怖か

ら、彼女たちはボーイフレンドにコンドームの使用を求め

たり、貞操について尋ねたりすることができない。感染が

知られたり疑われたりした女性は、殺されたり家族から絶

縁され､家を追い出されたり解雇されたりすることもある。

･世界的な統計と目標 蝿
ト
レ
鴎

国連エイズ共同計画（ＵＮＡｌＤＳ）は、2000年に数百万以上

の人々が新たにＨｌＶに感染したと報告している。

●現在3,610万人がＨⅣ/ＡｌＤＳに感染している。

●530万の人々が新たに感染した。

●初めてのＡＩＤＳ発症の報告以来、2,180万人がAlDSにより

死亡した。

●2000年のＡＩＤＳによる死亡は300万例である]望。

HlV/AIDSの感染者数は､10年前の予想を50％以上上回っ

ている。これに対応して、ＨｌＶに関する新たな目標が、国際

人ロ開発会議(ｌＣＰＤ)の５年毎の再調査により採択された。

●2005年までに、１５～24歳までの若者の少なくとも90％、

2010年までに少なくとも95％がHlV/AlDSの予防と管理の

手段を利用できるようにする。

●15～24歳までのHIV感染率を､最も感染率の高い国々で2005

年までに25％削減し、2010年までに全世界で25％削減す

る。

変革のためのパートナーとしての男'性

パートナーとして男性がエイズ撲滅に関わることは、こ

の病気の蔓延を食い止める助けとなる。「男らしさ｣につい

ての文化的な信念や期待が､男性の危険なセックスやドラッ

グ乱用を助長している。こういった行為により、彼らとそ

のパートナーへの危険が大幅に高まる。

に国運エイズ共同計画（ＵＮＡｌＤＳ)、2000年12月

若者と女'性に対する影響

その影響が最も深刻になっている国々では､ＨｌＶ/ＡｌＤＳは

24歳以下の若者の間で最も急速に広がっており、新規感染

者の半数がその年齢層の若者である。その多くが35歳まで

に死亡し、おそらく彼らは自分たちの子供を、父または母

のいない子供、あるいはその両方を失った子供としてこの

世に残すこととなる。また、ＨⅣ陽性の母から生まれる子供

は、胎内感染の危険にさらされる。

世界中で､15～49歳までの女性1,640万人がHlV/AlDSに感

染している。生物学的にみても、文化的にみても、女性は

男性よりもＨＩＶ/AlDS感染を含む性行為感染症（STD）にか

かりやすい。サハラ以南のアフリカでは、女性の感染数が

男性の感染数よりも200万人多い｡女性はパートナーに安全

なセックスについて相談することができず、レイプを含む

セックスの強要や虐待を受けやすい。世界的にみて、女性

差別が女'住のHlV感染のリスクを増大させていると指摘され

よう。

ゲーツ財団からの5,700万ドルの寄付

アフリカ４カ国で若者をＨＩＶ/AlDSから守るための活

動が行われているが､この活動がビル＆メリンダ・ゲー

ツ財団から5,700万ドルの寄付を受け、強化された。

ゲーツ財団は、ボツワナ、ガーナ、ウガンダ、タン

ザニア連邦共和国で行われている国家的キャンペーン

の拡大のための当初5年の活動に対し資金援助を行った。
具体的には若者に対しＨｌＶ/AlDS予防の教育を行い､自

分自身を守ることができるという確信を与えようとい

うものである。

各国政府は､地域グループや国連人口基金(UNFPA)、

米国を中心とした国際的なＮＧＯであるPATH(Program

forAppropriateTechnoIogyinHealih）やPathfinder

1nternational等と協力していくつかのプログラムを実施

する予定である。このプログラムは今後他の深刻な影

響を受けている国々に対するモデルとなり、また国際

支援活動のモデルとなるだろう。

HlV/ＡｌＤＳに結びつく暴力

家庭内暴力・強姦・その剛他の性的虐待は、人権侵害のみ

ならず、ＨⅣ/AlDSの蔓延にも深く関わっている。何百万人

もの女'性や少女たちは、社会で従属的な地位にあるため、

自分たちをHlV/AlDSから守ることが不可能ではないにしろ、

困難な状況に陥っている。彼女たちは貞操を守ることもで

きず､パートナーにコンドームを使うように頼んだり、セツ
９



HIV/ＡＩＤＳ感染者

一成人及び子供の推定数

(2000年末現在） '二jiiiliii;irl
■
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国連エイズ共同計画(ＵＮＡIDS）

の最新予測によると、2000年に

おけるHlV/AlDS感染者は世界中

で3.610万人である｡2000年の新

規感染者は530万人､ＨⅣ/AlDSに

よる死亡者数は300万人であった。

流行開始以来､ＨＩＷＡｌＤＳの累積

死亡者数は2180万人。

蕊葬

fiii轍ﾒン r⑱

ﾛ

』

グ
合計3,610万人０ｍ

国

出所：国連エイズ共同計画(UNA1DS）2000年12月‘ＡｌＤＳＥｐｉｄｅｍｉｃＵｐｄＥＩｌｅ

少年や男'性が、より安全なセックスをすることが、現状

を変えることになる｡男性がHlV/AlDS感染防止のための行

動に参加することで､男女双方のためのリプロダクテイブ・

ヘルス、’性行動に関する健康を改善していこうとする長年

の努力が補完される。コンドームの使用やSTDの予防と管

理により、ＨⅣ/AlDSの蔓延速度を低下させることが可能で

ある。さらに男性がセックスに対して責任を担い、女性の

権利を尊重するパートナーとしてこれらの活動に参加する

ことによって、家族計画や子供の世話を含むあらゆる側面

からリプロダクテイブ・ヘルスや性行動に関する健康を進

めていくことができる。

ＨⅣ感染防止のためのUNFPAの支援活動は以下の通りで

ある。

●リプロダクテイブ・ヘルス・サービスの強化。

●男性・女性用コンドームの配布とその使用の奨励。

●より安全なセックスが生命を救うことになるとのメッセー

ジを、女性、男性、若者に向けて発信する。

●STDの予防と対策。

●感染者のカウンセリングをしたり、一般の人が自発的に

カウンセリングを受けたり、エイズ検査をより広い範囲

で利用できるようにする。

、公共医療を行う人の訓練。

●女性に対する差別・暴力などの女性問題が､HlV/AIDS感

染の危険性の増加にいかにつながっているかについての

意識を高める。

●ＨⅣ感染者の人権の尊重。

●男性に対し、危険なことはせず、より責任を持つように

説得する。

、コンドーム使用に関するカップルの意思疎通と話し合い

の促進。

ｏＵＮＡｌＤＳを通じて、ドナー・各国政府・ＮＧＯ・その他の

パートナー間の協力関係を強化する。

リプロダクテイブ・ヘルス・サービスの提供により、男

女のＨ１V感染を予防することが可能であり、その一方で家族

計画を必要とする人の要望にもこたえることができる。多

くのプログラムで､I-IlV/AlDS感染の予防はリプロダクテイ

ブ・ヘルスと家族計画サービスに深く関わっている。

パートナーシップ

国連人口基金（UNFPA）は、UNA1DSの共同スポンサー

として､20カ国以上からなる参加団体の議長を務めている。

HlWAlDS感染防止活動は､UNFPA各国支援プログラムを通

じて実施される多くの活動の中で重要な位置を占めている。

政府・諸機関・ＮＧＯなどと協力し、連携を保ちながら調和

のとれた対策をとる手助けをしている。

Ｈ１V/ＡｌＤＳに対するＵＮＦＰＡの対策

ＨＩＶ/AlDS蔓延の速度を落とし、これ以上の広がりを食い

止めるために、包括的なリプロダクテイブ・ヘルス．ケア

の施策が開発されなければならない｡またl-llV感染のリスク

と感染の結果についてより効果的な啓蒙活動を行わなけれ

ばならない｡強いリーダーシップを発揮してHlV対策を最優

先事項としている国々では結果が現れてきており、このよ

うなリーダーシップがすべての国々で発揮されることが望

まれる。
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人□
の規模(数)と傾向そ

ｏ世界人口は毎年1.3％、7.700万人増加している。この約

半分が６カ国の人口増加によるものである。その国はイ

ンド（総増加数の21％)、中国、パキスタン、ナイジェリ

ア、バングラデシュ、インドネシアである。

人々はより長寿に、より長く健康な人生を送るようにな

り、死亡率は1950年以来半減した。この低い死亡率と平均

寿命の伸びが、ここ数十年の人口増加の背後にある要因と

なっている。

かつてない規模の人口増加数より驚くべきことは、人口

の様相や構造の変化である。世界人口はかってないほどの

規模と速度で変化しており、特に若年・高齢者屑の人口増

加及び人口の都市への流入は顕著である。

世界の人口は増大を続けている

/了蕊圖i蕊

ト
レ

鯰

人類の歴史のほとんどの期間において、人口増加は微々

たるものであったが、過去半世紀の間に世界の人口は２．倍

以上に膨れ上がり、1999年後半には60億人に到達した。か

つて経験したことのない巨大な人口が毎年新たに付け加え

られている。若者の数が記録的に増大しているということ

は、さらに今後数十年人口が増大し続けるということを意

味している。これらの人口増加はすべて今日の開発途上国

で起こると予想され、開発途上国の人口は2050年までに全

･世界の人口の85％を超えると予測されている】3。

●世界の人口は2050年までに現在の61億人から93億人へと

５０％増大する。後発開発途上国（LDC）４８カ国では、人

口が6億5,800万人から18億人へと約３倍に増加すると予

想されている。
人口増加率の低下

人口は依然として増大しているが、実際の人口増加率は

低下しており、家族も小人数化する傾向にある。引き続き

人口増加のペースが緩やかなものであり続けるかどうかは、

貧困を減らし人権を守っていこうとする取り組みや、政府

の人口・開発政策などをみて、今後10年間に一人一人がそ

れぞれ選択をし、行動を起こすかどうかにかかっている。

人口増加率の低下が、努力することなく当然のごとく得ら

れるものだと考えてはいけない。

●国連の人口学者は2050年の人口を３種類推計している。

－｢低位推計｣では79億人、「中位推計｣によれば93億人、

「高位推計｣では109億人である。この差異は、この３種類

の予測を立てる際に適用した将来における出生率のわず

かな差異によるものである'4．

世界人口の年間増加率のピークは、1960年代初頭の年率

約２％であった。それ以降､人口増加率は徐々に減少し､現

在では1.3％となっている。しかしながらその増加率の母数

となる世界人口は増大し続けており､人口増加率が減少して

も毎年の増加数が上昇し続けていることを意味しているｖ。

世界の人口増加の実数及び推計1950-2050年

1２
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小家族への傾向４

／ 人々は、より少人数の家族を望み、持ち始めている。こ

の傾向は特に女'性に対して、安全で品質が高く手ごろな家

族計画サービスが広く提供されることにより促進されてき

た。しかし､現状では望んだ数以上の子供を持つ家庭が多い。

２

'･'このセクションにおける数値は､Ｗb「ldPopu1atjonP/･ospecls：刀】e2000ReWSion・

UNPopulaIionDMsion／ＤＥＳＩＰＡ２００１による。

'$2050年の中位推計あるいは最も可能性の高い人口推計値は93億人で、２年前のⅡ[計

ｉｌｉよりも4臓1,300万人増えている。これは、現在出生率が高い貧しい国々や、現在

の人口が多い数力[刊において､将来も予想より出生率が高い値で推移すると考えら

れることによる．
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年間平均人口増加率
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（ＬＤＣ）

●世界中で3億5,000万組以上のカップルが、現代的な家族

計画を利用できていない。妊娠を防ぎたい、あるいは遅

らせたいと思っている1億5,000万人以上の女性が、いか

なる家族計画も利用できていない。

③サハラ以南のアフリカでは、世界中のどの地域よりも出

生率が高い。しかしそこで行われた調査によると、女性

たちは子供の数を現状よりも少ないほうが良いと思って

いる。

●ＬＤＣの人口は2050年までに３倍に増大する。人口は、最

も貧しい国々で最も速い速度で増加している。こういっ

た国々では基本的ニーズも満たされておらず、機会も与

えられていない。

、I-l1V/AIDSの影響を最も受けている国々では､死亡率が上

昇し平均寿命が低下している。

・迫害・武力紛争・暴力などから逃れるために､約1,170万

人が難民となり自国を追われている。国内にとどまる国

内避難民の数は2,000万～2,500万人で、彼らの多くが都

市に流入して都市貧困層の増大を生んでいる'5．

最近の人口問題における動きの中での変化としてば、移

住と都市人口の増大が挙げられる（第７章参照)。例えば先

進国への移民が受入国の人口を増加させており、これはい

わゆる「置き換え移住」と言われている。

また､世界中の家族レベルで様々な変化が起こっている。

家族が支え合うような形態が減少し、片親家庭の割合が増

えている。貧しい家庭は、社会的なセーフティネットの欠

陥の被害を最も受けやすい。アメリカ合衆国ではシングル

マザーの家族が増えているが、それが貧困層に占める女性

の割合を増加させる要因の１つとなっている。

ii;艤繍
L1

I…嵜
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人口統計に現れる多様な傾向

健康管理が向上し､避妊具が入手しやすくなったことで、

高出生・高死亡から低出生・低死亡へ「人口転換」が生じ

ている。出生率は61カ国で置換水準Ⅵと同じであるか、ある

いはそれ以下となっている。しかし、近年の傾向をより詳

しく分析すると、人口増加に影響を与えている要因には、

大いに多様性があることがわかる。

変化と人口高齢化

高齢人口のためのより良い医療・保健サービス、社

会福祉事業、経済的援助を提供し、さらに世代間の公

正を支援する政策を選択すれば、高齢者が長い間にわ

たって健康で自立して、さらに生産的であり続けるこ

とが可能になる｡医療・保健は性行動に関する健康(セ

クシャルヘルス)及びリプロダクテイブ・ヘルスのサー

高齢者と若者

現在、１５～24歳までの人口が10億を超えており、若者の

数が人類の歴史上最大となっている。概して開発途上国で

は人口の３分の１以上が15歳未満であり、一方、先進国で

は５分の１以下となっている（第８章参照)。

若年層の人口が多い現在の状態でさえ、高齢人口はすで

に年少（０～14歳まで）人口を超えてしまった。また2050

年までには、年少人口１人につき高齢者２人の人口構成と

なる見通しである。

●世界の出生率が減少を続け、平均寿命が長くなることに

より、今後50年間の人口は、過去50年の人口よりも速く

高齢化する見込みである'６°

言い換えれば、かつて歴史上なかったほど多くの人々が

長生きをし、ほとんどの国で人口構造に占める高齢者の割

合が最も大きなものになるということである。基本的な衛

生管理・清潔な飲料水・最新の医療技術により、人々はよ

り健康で長い人生を送るようになっている。地球規模でみ

ると、６０歳以上の高齢者の人ロは､2050年までに現在の6億

600万人から約３倍の20億人に増大すると予測されている。

ビスが不可欠であるばかりではなく、治療薬の負担を

減らすための予防ケアも重視するべきである*。

⑤家族構造の変化によって、より多くの高齢者が所得

を得るために働かなければならず、かつてのように

家族の相互支援ネットワークから恩恵を受けること

ができにくくなってきている。

､都市化により、かつて伝統的な教育や社会教育の役

割を担っていた彼らの祖父母から、若い人々は引き

離されている。

⑨中東では伝統的な大家族が徐々に消滅しつつあり、

例えばエジプトでは総家族数の84％が今や核家族で

ある。

●HlV/ＡＩＤＳで両親を失った子供は､その祖父母に面倒

をみてもらうことになるかもしれない。

＊国連人口開発会議（|OPD）活動計画．パラグラフ7.45（青少年）と6.17（高

齢者）1２ '罰ＵＮＨＣＲ２０００
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地士或別の人□傾向

鱸
１－

開発途上国と先進国の比較 アジア諸匡

人口増加率は地域により大きく異なり、同一地域内の国

であっても大きな格差が存在する。事実、人口増加はすべ

て開発途上国で起こっている。一方、ヨーロッパ、北アメ

リカ、日本の人口増加は低下しているか、あるいは止まっ

ている。

開発途上地域：

●現在の人口は49億人である。

●2050年までに推定82億人になると予想されている（中位

推計)。

●1995～2000年までの出生率(TFR)'7は､女性１人当たり3.1

である。

●今後50年間に、最貧国の人口は３倍に増加すると予測さ

れる。

先進地域（オーストラリア、ニュージーランド、日本、ヨー

ロッパ、北アメリカ）：

●現在の人口は12億人である。

●1995～2000年までのTFRは､女性１人当たり1.57であり、

置換水準2.1を大きく下回っている。

●今後50年間に、出生率が置換水準を下回り続けると予想

されることから、先進国の人口はあまり変化しないと思

われる。東ヨーロッパなどの出生率の低い39カ国では、

人口は現在よりも減少すると思われる。

オーストラリア、カナダ、ニュージーランド、米国は先

進国の中では人口増加率が最も高く、１％前後のレベルを

保っている。この増加のほとんどは移民によるものである。

人口増加率がゼロに近いか､あるいは下降している国々は、

ハンガリー、イタリア、ラトビア、ポルトガル、ロシア連

邦、スペインである。

アジアでは、出産の際に女性の意見がより一層反映でき

るように、リプロダクテイブ・ヘルス・ケアや教育制度を

より利用しやすくするなど、女性の地位向上のための努力

が最も重要である。パキスタンでは出生率が依然として高

いが、バングラデシュでは家族規模が徐々に縮小し始めて

いる。インドは地方によってその傾向は様々であり、北部

では出生率が高く、南部では低くなっている。

南部インドとスリランカでは女性が家族計画サービスを

簡単に利用でき、高い水準の教育を受けることができるよ

うになり、出生率が低下した。特に韓国やタイにおいては、

質の高い家族計画サービスの自発的な利用と女'住の高等教

育の増加が家族の規模（人数）を縮小することにつながっ

た。

し

Lｉｉ－－

ラテンアメリカとカリブ海諸国

ラテンアメリカの平均寿命は北の先進諸国のそれに近づ

いており、乳児死亡率は開発途上国で最低の水準を誇って

いる。

アジアにおいては家族計画サービスの利用を拡大させる

には政府の財政支援がカギとなっているのに対し、ラテン

アメリカ諸国では非政府機関（ＮＧＯ）を含む民間部門が大

きな役割を果たしている。その結果、部分的'二ではあるが、

ラテンアメリカの国々の中ではサービスの利用に関して利

用者の経済的地位によって大きな較差が存在している。

後発開発徐卜国

後発開発途上国（LDC）に分類されている48カ国で、特

に人口増加が急速に進んでいる。

こういった国では、2000年から2050年の間に人口が６億

5,800万人から18億人へとおよそ３倍に増大すると予測され

ている。

これらの国の出生率は他の開発途上国と比較しても高く、

'995～2000年のTFRは女性１人当たり5.74である｡2045～2050

年にかけてのTFRは､女性１人当たり2.51に低下すると予想

されているが、依然高いレベルである。

後発開発途上国の中でも16カ国が特に高出生率を示して

おり、他の開発途上国が高出生率から低出生率への推移を

示しているのに対して対照的な傾向を示している。これら

１６カ国は、アフガニスタン、アンゴラ、ブルンディ、ブル

キナ・ファソ、チャド、コンゴ、コンゴ共和国、エチオピ

アフリカ諸国

今日、ほとんどのアフリカ諸国の女性たちは、その母の

世代よりも小規模の家庭を望んでいる。家族計画の利用が

増加し、家族計画サービスの利用率も増加している。しか

し、１０年以上にわたり１人当たりの食料生産が低下してい

ること、また１人当たりの所得が伸び悩んでいることが負

担となり、アフリカの多くの国の政府にとって、医療．保

健サービスの一層の普及が困難となっている。さらにはHlV／

AlDSや他の'性行為感染症（STD）への感染率が高いことが

さらなる重荷になっている。リプロダクテイブ．ヘルス及

び家族計画を含む医療・保健の向上、教育及び女性のエン

パワーメン卜などに対する国際社会の援助が非常に重要と

なる。
1３,Tlll生率が変わらないと仮定した場合の、１人の女性が生涯に出産する子供の平均数［

Ｐ５：1:参照



ア、リベリア、マラウイ、マリ、ニジェール、ソマリア、

シエラレオネ、ウガンダ、イエメンである。これらの国の

うち数カ国はHlV/ＡｌＤＳにより深刻な影響を受けており、ま

たその多くが内乱や政治的混乱に見舞われている。

これら高出生率の16カ国の人口は2000年現在、合計２億

6,900万人であるが､この高い出生率は今後急速な人口増加

を引き起こし、2000年から2050年の間に人口は４倍に膨張

し10億人を超えると推計されている。

ボツワナの人口増加率

1980-1985年から2010-2015年

EVF5YO

一ＡＩＤＳ感染の場合

一ＡＩＤＳ非感染の場合

３【OIO

Ｈ１Ｖ/ＡＩＤＳの影響ｐ･凶０

、 、、 今後５年間で､I-liV/AlDSの影響を最も強く受けている４５

カ国における死亡者数は､以前の推計値よりも1,550万人上

回る見込みである。にもかかわらず、人口は、高い出生率

が続くことを背景にして増加し続けると予想される。I-IlV／

AlDS感染者の割合が36％であるボツワナでさえも、2050年

までの人口増加率は37％と予測されている'8.

今後（特に2015年以降)、HlV感染の可能性が大幅に低下

すると予想されているが、この疾病の長期にわたる影響は

計り知れない。最も影響を受けている45カ国では、出生時

の平均余命がすでにおよそ３年短くなっており、2015年に

は60歳になると考えられている。これはHlV/AIDSがないと

仮定した場合よりも平均余命が５年短縮したことを意味す

る。

世界のＨｌＶ/AIDS感染者の95％が開発途上国で生活してい

る。この比率はさらに高まると考えられる。なぜならばこ

れらの国は、貧困に見舞われ、劣悪な医療制度しかなく、

予防や治療のための資金や人員が限られており、ウイルス

の蔓延をより－屑拡大させてしまうからである｡HlV/ＡｌＤＳ

は働き盛りの人々や孤児を襲い、医療・保健や社会制度に

０
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化と人□移動都市

鱒世界の人口の半数が都市部へ集中人口移動

●2000年には、２９億人が都市部で生活している。これは.世

界の人口の47％を占めている。

●2030年までに、４９億人が都市部で生活するようになると

予測され、これは世界の人口の60％を占める。

この人口増加の大部分が開発途上地域の都市部に吸収さ

れ､一方農村地帯の人口の増加率は低下するであろう｡2007

年までに、歴史上初めて都市部の人口が農村部の人口を上

回ると予測されている２０．

今日のような規模で都市が急速に成長すると､水・電気・

下水のような最も基本的なサービスを供給するのに、地方

及び各国政府に大きな負担がかかることになる｡また環境・

天然資源・社会的なつながりや個人の権利が危険にさらさ

れる．不法占拠居住地（スコッターエリア）や過密スラム

には、数千万人もの人々が住んでいる。リオデジャネイロ

の丘の中腹にあるスラム街や、墓地を数万人の人が住居と

して使用しているカイロの「死者の町」などが例として挙

げられる。開発途上国の中には－特にアフリカに顕著に

見られるが－この都市の拡大が、都市を基盤とした開発

を意味しているのではなく､農村の崩壊を反映している国々

もある。

しかし、同時に都市は社会変化のスピードを速め、人類

の発展~特に女性の発展一に新しい道筋を開いてくれ

る場所でもある。都市は農村に比べ、女性に対し、より多

くの就学機会､家族計画及び性行動に関する健康(セクシャ

ルヘルス）を含むリプロダクテイブ・ヘルス・サービスの

利用機会、正当な賃金を得られる労働などの機会を与える

ことになる。

今日の人口移動に関して特筆すべき変化には、急激な都

市化・難民及び避難民の移動､国を越えた移住などがある。

人口の流動は、今後も続くかあるいは着大すると考えられ

るが、これらは開発のパターンに影響を与える。人口移動

の多くは、貧困や環境破壊により生じたものである。

今後数-'一年間に起こる人口増加は、事実上すべて世界の

都市地域に集中するだろう。都市人口増加のペースに雇用

やサービスの提供が追いつかず、しばしば貧困を伴う。し

かし､同時に都市は社会変化や経済発展の機会を提供する。

現在は世界人口の２％にすぎないが､1億2,500万人の人々

(難民や非公式の移民を含む)が生まれた国以外で生活して

おり、その数は増え続けている。国際移民は２１世紀も引き

続き多いものと予想される｡比較的産業の発達した地域は、

国際移民の純受入国であり続け、今後50年間の年平均増加

数は200万人に上ると推計されている'9。

仁
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地域毎の都市人口の増加率
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都市化の傾向BTO

ラテン・アメリカ及びカリブ海諸国はすでに都市化が非

常に進んでおり、今後もヨーロッパ、北アメリカと同様に

都市化が進むであろう。アジア、アフリカは都市化が著し

く遅れているが、今後急激に都市化が進むと考えられる。

人口1,000万人あるいはそれを超えるような非常に巨大な

大都市圏に居住する人口の世界人口'二占める割合はまだ小

さく、2000年に4.3％であったものが2030年までに5.2％ま

で増加すると考えられているにすぎない。一方、100万人以

下の小規模な都市に居住する人口が世界人口に占める割合

は大きく、2000年の28.5％から2030年には30.6％へ増加す

4０ ３８％
３７％
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アジアアフリカヨーロッパと

北アメリカ
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緊急事態と難民

●すべての人に対し予防措置の情報を提供するなどの、

性行為感染症（STD）とＨＩＶ/ＡＩＤＳの予防

●思春期の若者の健康

ｅ性的暴力、男性から女性への暴力の廃絶、そのための

カウンセラーの訓練

国連人口基金はまた、迅速な評価、男性用女性用コン

ドーム及び避妊具の提供、ヘルス・ワーカーの訓練、器

具や医薬品の提供、調査とデータ分析の実行、リプロダ

クテイブ・ヘルスと難民・避難民の権利の徹底なども行っ

ている。

UNHCRや多くのＮＧＯの協力を受けて実行されているリ

プロダクテイブ・ヘルス支援は、アルバニア、アンゴラ、

エルサルバドル、エリトリア、エチオピア、ケニア、コ

ソボ、モーリタニアをはじめとする、武装衝突や自然災

害に見舞われた地域で行われている。

lま女性

、時に

武装衝突や自然災害で危険に さらされる大多数

と子供たちである。その割合はしばしば70％以上、時に

は90％に及ぶこともある21.

2000年における世界中の難民・帰還民・国内避難民の

数は推計2,230万人に上る22゜この10年を振り返ると､1990

年では、国連難民高等弁務官（UnitedNationsHigh

CommissionerfOrRe｢ugees／UNHCR）は約1,500万人

の難民の支援活動を行っていた。その後、危機が北イラ

ク、１日ユーゴスラビア、ルワンダ、アフリカのグレート

レーク地域で連続して勃発した。1990年代半ばに難民の

数は最高値に至り、その後次第に減少した。アジアでは、

この10年を通じて常に最も多くの難民を迎えており、ヨー

ロッパだけは難民の増加が続いている。

国連人口基金（UNFPA）はこれらの弱い立場の人々に

対し､緊急時のリプロダクテイブ・ヘルス・キットをパッ

ケージとして供給しており、緊急時の優先項目として以

下のものを挙げている。

・清潔な環境での出産、家族計画の推進、緊急の産科ケ

アなどを通じた安全な妊娠・出産

灘 ｅＩＵＮＨＣＲ２０００

２&'このＵＮＨＣＲが「対象としている人口」は、その依拠する統計の入手が難しく、

現在起こっている事象により大幅に変化する可能性がある。

●農地・森林・牧草地の喪失を含む環境悪化（｢環境難民」

の大多数は海外ではなく都市へと移動する）

⑨「頭脳流出｣、つまり高学歴の開発途上国の若者が、先進

国の労働力の不足を補完するために移動すること

受入国の多くで、産業とインフラの一部は移動労働力に

よって形成され、維持されている。人口移動の経済効果は

二面性があり、１つは労働力の後発開発地域から先進国へ

の移動であり、もう１つは送金という形での先進国から後

発開発地域への資金の移動である。

ると予測されている23・

東京は世界最大の大都市圏であり、その人口は2,640万人

に上る。人口増加はないものの、今後も最大のままである

と予想されている。都市の規模として東京に次いで大きい

のは、メキシコシティー、ボンベイ、サンパウロ、ニュー

ヨークである。

人口移動はより多くの国とより多くの人を巻き込んでいく

出生した国以外で生活する人は、１億2,500万人を超える

が、その半数は開発途上国に住んでいる。国内移動に比べ

れば少ないものの、国際人口移動（国際移民）も増加して

いる。国際人口移動には､一生その国に暮らすつもりの(永

住を目的とした）移住と一時的な出稼ぎ移住（数十年にわ

たる長期のものになることもあるが）の双方が含まれる。

他に難民や非公式移民の移住も含まれる。

現在、より多くの国が、増え続ける国際人口移動を受け

入れるようになってきている。受入数や各国の人口に占め

る割合の面からみても、1965年以来国際移民を受け入れる

国はさらに多様化し、３０万人以上の大量の国際移民を受け

入れている国の数、あるいは受け入れた国際移民の割合が

全人口の15％を超える国の数が増大している24.

女性の人口移動は、家族再統合政策（ファミリー・リユ

ニオン・ポリシー）とあいまって、雇用やその他の理由に

よりますます増加するであろう。現在、国際人口移動数の

半数近くを占めているのは女性である。しかし、女性の人

口移動の場合、その女'住の多くは社会的地位が低く、低賃

金の製造業やサービス業に就くことが多く、特に搾取や、

性的なものを含めた虐待を受けやすい。

国際人口移動の動機となる要因には以下のものが挙げら

れる。

●自身と家族のためのより良い生活の追求

●地域間及び地域内の所得格差

●移民送出国及び移民受入国の労働政策と人口移動政策

●政治的な紛争（これは人口を国内で移動させるのみなら

ず、国境を越えた人口移動へと追いやることになる）

解決法と今後の方向

人口増加を抑え、国家間及び国内の不平等を減らし、経

済成長及び雇用創出を促進し、持続可能な開発を推進する

ことは、都市への人口移動、及び国内外における人口移動

を駆り立てる圧力を軽減させる手段である。具体的な戦略

としては、経済的な機会の増加、農業生産の維持と改善、

及び医療・保健や教育の提供のための努力などが含まれる。

これらと同様に重要な戦略として、「政治的な紛争の解決｣、

｢人権侵害の終焉｣、さらに「良い行政の促進」がある。

gjUnitedNalions･Wd1dUrbanjZaljonProspecisj999Revisi0n
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善期の若者と青年層
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「ここでの目的は､思舂期の若者の望まな(Ｍ壬娠，､安全な処置のとられな(,)妊娠

中絶とH/V/IA1DS等の性行動感染;症を含む性行為に関する健康(セクシャルヘル

ス）及びリブ'ログ､クティフ､・ヘルスに関する問題を解決に□/ﾌﾟることである｡」

解
｜ＣＰＤ行動計画第７章4４

Ｗ…

iＬｊ－－
かつてないほど多い若者の人口

早過ぎる妊娠の影響
１５～24歳までの年齢層の人口は10億人を超えている。こ

のかつてない多数の若者が大人になる時、情報と教育が彼

らの結婚の時期や子供の数の決定、彼らの将来の家族の幸

せや彼らが住む国家の福利に影響を与える｡若い女性にとっ

ては、自分たちの性生活及び出産計画を管理し、強制・差

別・暴力から解放されることが、より良い将来を得るため

のカギとなる。

●1980年以来､サハラ以南のアフリカでは若者の人口が50％

以上増加している。しかし、実際の数字ではアジアに住

む若者の数の方が多い。なぜならば、世界の人口の60％

がアジアに集中しているからである。

●これらの若者が出産可能年齢に達すると、確実に人ロモ

メンタムが生じる。人ロモメンタムとは、たとえ出生率

が置換水準の2.1にまで即座に低下したとしても､現在予

測されている人口増加の約３分の２は生じてしまうだろ

うということを意味する。

開発途上国の大規模な若者の人口が就労年齢に達すると、

経済発展を促進する原動力となる。2005年から2010年まで

就労年齢人口は増大し続けるが、それ以降は、高齢者の人

口が増大し、若者の人口と高齢者層を支える就労人口は減

少する。これから2010年までに、開発途上国では７億人が

就労人口に達するが、これは人的資源の空前の「人口学的

ボーナス（demographicbonus)」となるvⅡ。

死亡と病気の危険-18歳以下の妊娠には多くの身体

的危険が伴う。１０～14歳の少女の場合、２０～24歳の女

性に比べ、妊娠出産で死亡する可能性が５倍も高い。

より多くの子供の数一思春期の若い母親は、出産開

始年齢がそれより後の女性よりも多くの子供を産む。

人口規模には、家族の規模（人数）が影響するばかり

ではなく、何歳から子供をつくるかについての決定も

大きく影響する。最初の子供の出産年齢を18歳から２３

歳に引き上げると、人口増加の速度を40％以上減少さ

せることができる。

より多くの妊娠中絶一世界中の妊娠中絶の少なくと

も10例のうち１例は15～19歳の少女である。毎年この

年齢層の440万人以上の少女が妊娠中絶を行っており、

うち40％は危険な環境で行われている。

のうち40％が危険な状態で行われている野。

●いくつかの国では、１８歳以下の少女の半数が結婚してい

る。これはしばしば貧困の結果であったり未婚の母にな

ることを恐れた結果である。１５～19歳までの既婚の少女

の割合は､以下の通りである｡コンゴ共和国74％､ニジェー

ル70％、アフガニスタン54％、バングラデシュ51％2淵。

未婚での妊娠は、望んだものではないことであることが

多い。若年層にとって、未婚での妊娠は通常、’情報やサー

ビスが利用できなかった結果であり、望まない'性的関係、

無防備な性行動、あるいは正しい避妊法を行わなかった結

果である｡他のどの年齢層よりも若年層の避妊に関するニー

ズが満たされていない現状にある。

少女に対する差別

少女に対する差別の兆候は至るところにある。例えば少

女は若いうちに結婚し、早く妊娠することを求められる。

また毎年200万人の少女が女性器切除（ＦＧＭ）を受け、さら

に６～11歳までの就学していない1億1,000万人の子供たち

のうち約60％は少女である25．

ほとんどのアフリカ諸国で、４分の３の女性が'0代の時

に性行動が始まり、ラテンアメリカ及びカリブ海諸国では

それよりやや遅い。先進国では50％以上の女性が１８歳以前

に性行動を始めている26。

●現在･世界中で生まれている子供の母親の10人に１人は'０

代である。後発開発途上国（LDC）では６人に１人の母

親が15～19歳までの女性である。

●毎年440万人の思春期の女性が妊娠中絶を行っている。そ

ｇＥＵＮＩＣＥＦ２０００

:【UniledNalions，Wor/[ノPopu伯lionMol7iicm7g200C

｣￣ＵＮＦＰＡＡｎｎｕａｌＲＧｐｏｒｌｌ９９９，１０ページ

:ｉＵＮＩＣＥＦ、ＥａＷＭａｒ順貸e：Ｃ/)ﾉﾉdSPoUses’２００１
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若い女性は特に性行動によるＨＩＶ/AIDS感染の可能性が高

い。彼女らは少年たちよりも情報が少なく、セックスを強

制されたり強姦を受けたり、年長で力が強く金持ちの男性

に性の誘惑を受けることが多いからである。

国連人口基金(UNFPA)青少年向け事業
に400万ドルの寄付

テッド・ターナー国連財団（TedTurne｢ＩｓＵｎｉｔｅｄ

NationsFoundaiion）は、1999年１１月、国連人口基金に
'盾報とサービス

対し400万ドル以上の寄付を行った。この害．付金は、次

若者が望まない妊娠や早過ぎる妊娠を回避し、妊娠中絶

を減らし､HlV/AlDSなどの性行為感染症の蔓延を防止する

には、いくつかの特別な行動が助けとなる。さらに、若者

の健康と教育に対する権利を尊重することは、彼らが責任

ある生産的な成人になるための準備を促すことになる｡徐々

に若い男性に向けて、責任ある性行動をとることを勧めた

り、リプロダクテイブ・ヘルスを促進したりする努力が向

けられるようになってきた。

UNFPAは各国政府を支援し､学校内や学校外で若者にリ

プロダクテイブ・ヘルスに関する'情報とサービスを提供す

る活動を行っている。青少年に対する活動計画は以下の通

りである。

●医療・保健サービスと情報を容易に利用できるようにす

る。

、若者が親しみやすい環境で、若者に気を配った、若者を

尊重するカウンセリングを行う。

●両親、教師、地域のリーダーの参加。

②学校やその他の場所での性教育の促進（性教育が風紀の

乱れを引き起こすものでないことが、様々な研究で確認

されている)。

若者に情報を与え、教育し、彼らとコミュニケーション

をとっていくことは、性行動や早過ぎる妊娠と出産の危険

に的確に対処する方法である。'情報と教育は、性行動を始

めた思春期の若者や青年層が適切なサービスを利用し始め

たときに提供すると、最も効果的である。

の３つの分野で思春期の若者に対するリプロダクテイ

ブ・ヘルス支援のために使われる。

230万ドルは､３年間に及ぶ太平洋地域のプロジェク

卜に使われる予定で、これには、教師、両親、宗教指

導者も参加する。このプロジェクトは、学校内及び学

校外で若者にリプロダクテイブ・ヘルスに関する情報

とサービスを提供し、生計を立てるための技術の指導

を行うものである。教師、両親、宗教コミュニティー

の参加も予定されている。

ヨルダンでは、訓練、教育、アウトリーチ（特定の

人々への特別救済活動）によって、１３～17歳までの4万

2,000人の少女がリプロダクテイブ・ヘルス活動や､生

計を立てる技術の向上のための活動に参加し、また何

百人もの教育者とスクールカウンセラーの技術の向上

を行う予定である。寄付金のうち110万ドルは、３年間

にわたり国連人口基金の現在各国で行われているプロ

グラム実施のために使用される。

７０万7,726ドルは２年間をかけて､ＵＮＦＰＡとロシア家

族計画協会（RussianFamilyPlanningAssociation）

と共同で、ロシア連邦の10万から20万の青少年に焦点

を当てて利用される。具体的な活動としては、国のケ

アを受けている孤児たちの支援、妊娠した思春期の少

女たちへの避難所の提供、サマーキャンプや専門学校

での思春期の若者に対するリプロダクテイブ・ヘルス

に関する情報の提供、医療スタッフやソーシャルワー

カーに対する「若者向け」のサービスの訓練、思春期

の若者の擁護などである。

支持と政策

ほとんどの国において若者のリプロダクテイブ・ヘルス

やリプロダクテイブ・ライツの促進に関して依然賛否両論

がある。これには性の問題、親の権利や義務などの微妙な

問題も含まれる。これに対しUNFPAは、各国における国内

計画の枠組の中で、各国のパートナーと共に思春期の若者

や青年層を含むあらゆる人々のリプロダクテイブ・ヘルス

を促進するための行動計画や政策を支持する活動を行って

いる。

性行為感染症(STD)とＨｌＶ/ＡｌＤＳ

性行動を始めるようになると､妊娠の可能性やHlV/ＡｌＤＳ

等の性行為感染症の危険にさらされることになる。

ｏ日々50万人の青少年が性行為感染症に感染しており、そ

のほとんどが20～24歳の年齢層の若者、その次が15～１９

歳の年齢層の若者である｡性行為感染症に感染した者は、

Ｈ１V感染の可能性が高くなる。

●ＨＩＶ感染一１日8,000例一の半数が25歳以下の若者である。
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調査

する傾向があるためである。

さらに、水の運搬・燃料の収集・食料加工と調理・子供

の世話など、女性の仕事は無給であることが多い。女性の

労働に与えられる価値の低さには、根本的な改善が必要で

ある。そのためには、女性の労働力が国の発展や全般的な

社会福祉にいかに貢献してきたかということを正確に評価

することが必要である。女性労働を正確に評価するために

は、特にインフォーマルセクター及び農業部門に関する男

女別の詳細1なデータが必要となる。

人口調査の必要性

/電鐘簔
トー

開発計画を立案するうえで､正確な統計は不可欠である。

国際機関や各国政府は、人口や開発に関して徹底した理解

を行うことでのみ、適切な計画を作成し政治的意思を行動

に移すことが可能となる。

計画立案者は、年齢別・男女別・都市及び農村別の人口

規模・人口増加・人口分布の正確なデータが必要である。

同様に、平均寿命・出生率・出生率と死亡率・乳幼児死亡

率及び妊産婦死亡率・婚姻率・就学率及び就業率などの正

確なデータが必要となる。

統計は、男女別・民族別・経済的状況やその他の変数ご

とに詳細なものが必要であるが、基本的な社会・経済統計

でさえ、常に男女別に分類されているとはかぎらず、女性

の状況を不明確にしている。

データ収集や分析技術は大きく改善されたものの、今な

お多くの国で出される基本的な人口学的指標でさえ、信頼

性に欠け不完全で入手が困難になっている。このいわゆる

｢データバリア（データが原因となった障害)」は、多くの

開発途上国の計画立案者にとって障害となっている。

し
弘一

人口調査の分析と今後の調査

国際的に比較可能な形でデータを収集することは、デー

タ分析のほんの始まりにすぎない。データは適切に分析さ

れ、広く公開され、開発計画の中に公式に組み込まれなけ

ればならない。このすべてに複雑な技能が要求されるので

技術訓練が必要となる。この点を考慮し、lCPD行動計画は

各国及び国際社会に対し、統計学．人口学．人口．開発研

究における訓練プログラムを支援するよう勧めている｡ｌＣＰＤ

行動計画はまた、特に研究を必要とする分野を以下のよう

に定めている。

●リプロダクテイブ・ヘルスについてのさらなる研究と、

性行動や出産、子育ての社会・文化的背景についてさら

に研究。

●新しい家族計画の方法の開発。これにはより多くの男｜住

用家族計画方法の開発と､HlV/ＡＩＤＳを含む'性行為感染症

（STD)の蔓延防止に役立つバリア法及びその他の方法(殺

菌剤、殺精子剤）の開発が含まれる。

●女性に対する暴力や数々の虐待を終焉させ、女性器切除

（ＦＧＭ)のような有害な慣習を廃絶するためのプログラム

に必要な、男女間の役割と関係、及び社会的な価値観に

関する研究。

●家庭内やインフォーマルセクターにおける無給労働を含

む、女性の社会に対する経済的な貢献をより正確に映し

出すために必要となる男女別のデータ。

データの信頼性が十分にない分野(データ格差）

データの信頼性が十分にないということは計画立案の障

害となり、資源を最も必要としている人々に供給をする際

の妨げとなっている。人口学的傾向が社会・経済・環境要

因からどのような影響を受け、またどのように影響を与え

ているかを分析する際に、正確な人口情報・統計は必要不

可欠なものである。

データの信頼性を向上させなければならない主要な分野

は、以下の分野である。

●人口問題

●女性のリプロダクテイブ・ヘルス

●女性の労働

●人口移動、特に地域レベル及び国際レベルでの人口移動

●人口増加と人口分布が環境や天然資源に与える影響につ

いてのデータ
調査活動

国連人口基金（ＵＮＦＰＡ）は数十年にわたり、国勢調査の

実施やデータベースの編集、及びデータ収集や分析におい

て男女の視点を加えることの促進など、様々な情報収集活

動を支援してきた。また調査Ｉ情報システムに関連するいく

つかの国連のプロジェクトに参加することに加え、人口・

保健調査プロジェクト（Demog｢aphicandHealthSuⅣey

Project)にも参加している｡1984年に始まったこのプロジェ
クトは、特にアフリカ、アジア、ラテン・アメリカにおけ

女性労働の見落とし

女性の行う仕事は、明らかに生産的であり社会的価値が

あるにもかかわらず、国民経済計算（NationalAccounl)や

国勢調査においては、「目に見えないもの」となっている。

このように計算外となっている理由の１つは､小規模農業、

非公式な分野（インフォーマルセクター)、家庭内での労働

など、データが今なお不十分である分野に女性労(lillが集中
1９



る女'住のリプロダクテイブ・ヘルスに関するデータの範囲

と質の双方を充実させた。

研究者や一般の人が入手可能な情報ネットワークとして

ば､国連人口情報ネットワーク(UniledNationsPopulaiion

lnformationNetworl(：ｗｗｗ､undporg/popin/）があり、地

域ネットワークとしてアフリカ地域のPOPlN-Africa及びア

ジア太平洋地域のAsia/ＰａｃｉｉｉｃＰＯＰｌＮがある。
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紐の課題訓世

まれる｡さらに2010年までには少なくとも若い男女の95％

がこういった予防法を利用できるようにしなければなら

ない｡15～24歳までのHlV感染率を最も感染の深刻な国で

2005年までに25％減少させ、世界全体では2010年までに

25％減少させなければならない．

今後の主要な行動

liIiiiRii
1994年カイロで開催された国際人ロ開発会議（ｌＣＰＤ）で

は、今後の国連人口基金（UNFPA）の活動を指示する野心

的な行動計画（Programmeｏ「Action）が採択された。その

５年後の1999年、この行動計画の進行状況を世界規模で見

直した結果､カイロで採択された目標に向かい､多くの国々

が意義深い進展を遂げていることが確認された。

進捗状況の評価を行う国連総会において、今後５年間の

新基準が設定された。ここでは次の重要分野における活動

の強化が求められている。すなわちリプロダクテイブ・ヘ

ルスと性行動に関する健康（セクシュアルヘルス）の促進、

妊産婦死亡率の低下、思春期の若者にとってのリプロダク

テイブ・ヘルスの必要性、妊娠中絶の予防と安全な処置の

とられない妊娠中絶が及ぼす健康への悪影響の伝達、Ｈ１V／

AlDS予防、男女問題、教育問題等に関する取り組みの強化

が求められている。

カイロで設定された目標を達成するための新たな基準に

適合すべ〈各国は､以下のような様々な活動を行っている。

●2005年までに､基本的な医療・保健施設及び家族計画サー

ビスを提供する施設の60％で、できるだけ広い範囲で安

全で効果的な家族計画法を伝え、基本的な産科ケアを提

供し、性行為感染症（STD）を含む生殖器感染の予防と

管理をし、そして感染防止のためのコンドームや女性用

コンドームなどのバリア法を提供しなければならない。

2010年までには80％の施設がこのようなサービスを提供

し2015年までには100％の施設でこういったサービスが

提供できるようにしなければならない。

●出産に際し、2005年までには妊産婦死亡率の非常に高い

地域で総出産数の少なくとも40％、世界全休では80％が

産婦人科の専門技術者の介助を受けるべきである。これ

らの数値は、2010年までに妊産婦死亡率の非常に高いと

ころで50％及び世界全休で85％、そして2015年までにそ

れぞれ60％及び90％としなければならない。

●出産の間隔を長くしたいと思っていたり、子供をこれ以

上産みたくないと思っていながらも、避妊具の使用がで

きないでいる人々が存在している。この人口を2005年ま

でに半減し、2010年までには75％、2015年までには'00％

減少させなければならない。しかし、この目標を達成す

るために、避妊具の新規利用者を募ったり、ノルマを課

したりしてはいけない。

●HlV/Ａ１ＤＳに感染する危険'住を減らすために､2005年まで

に15～24歳までの若い男女の少なくとも90％がエイズ予

防手段を利用できるようにしなければならない。エイズ

予防手段としては男性用・女性用コンドームの使用、自

発的なエイズ検査、カウンセリング、継続調査などが含

Rf藝一．

人口増加と避妊具需要の増加のため、

家族計画の必要'性は高まる

避妊具の使用者の増加見通し、2000.2015年

(開発途上１コにおける１４～49歳までの数億人の女性）

15～49歳までの

女性の総人口
15億5.000万人

１５～49歳までの

女性の総人口
'2億6.000万人

鐘
棚要の増加による使用者譜

9,200万人

人口増加による使用者増
1侭2500万人

7Z3l2

Bl5I8I

525 {51卜2窓 現在の使用者 岬
旺
辿
ｅ
叫
蝋
鯛

脚
旺
埋
ｅ
醐
蝋
鯛

２０００２０１５

出所：UnitedNf川ionsPopL｣|alionDivision，Wbr/ｄＰｏｐｌｌ/a1io'７Prospeclsj
Thel998R(ｗ/siDllと[却迎人口基金（UNFPA）（1｢all「eport
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ｌＣＰＤ以降

リブロダクティブ。ヘルス製品の安定供給

ＨＩＷＡｌＤＳ感染防止のための避妊具や男性用・女性

用コンドームなどのリプロダクテイブ・ヘルス製品が

不足すると、特に若い人々の間での望まない妊娠の増

加・妊産婦死亡率の増大、安全な処置のとられない妊

娠中絶、Ｈ１ＷＡｌＤＳ感染などの大きな影響を生みだし

てしまう。避妊具のニーズが高まっており、そのニー

ズが十分充足されていない状況にある。

品質の確かなリプロダクテイブ・ヘルス製品の安定

的な供給は､2015年までにすべての人がリプロダクテイ

ブ・ヘルス・ケアを受けることができるようにすると

いう､ＩＣＰＤ＋５年の進捗評価で設定された目標を達成

するための基本的な要件である。2000年９月、国連人

口基金（UNFPA）はリプロダクテイブ・ヘルス製品の

安定供給のための世界戦略（AGlobalSIrategylbr

ReproductiveHeallhCommoditySecLlrity／ＲHCS)を

提唱した｡UNFPAはその協力者と共に､リプロダクテイ

ブ・ヘルス製品の安定供給に関する一般の理解の促進、

資金動員、各国の対応能力の構築を行うことで、これ

らプログラムの持続性を強化し、様々なプログラムの

間の調整をより一層推進する。

リブロダクティブ。ヘルス製品の安定供給

ＨＩＷＡｌＤＳ感染防止のための避妊具や男性用・女性

用コンドームなどのリプロダクテイブ・ヘルス製品が

不足すると、特に若い人々の間での望まない妊娠の増

加・妊産婦死亡率の増大、安全な処置のとられない妊

娠中絶、Ｈ１ＷＡｌＤＳ感染などの大きな影響を生みだし

てしまう。避妊具のニーズが高まっており、そのニー

ズが十分充足されていない状況にある。

品質の確かなリプロダクテイブ・ヘルス製品の安定

的な供給は､2015年までにすべての人がリプロダクテイ

ブ・ヘルス・ケアを受けることができるようにすると

いう､ＩＣＰＤ＋５年の進捗評価で設定された目標を達成

するための基本的な要件である。2000年９月、国連人

口基金（UNFPA）はリプロダクテイブ・ヘルス製品の

安定供給のための世界戦略（AGlobalSIrategylbr

ReproductiveHeallhCommoditySecLlrity／ＲHCS)を

提唱した｡UNFPAはその協力者と共に､リプロダクテイ

ブ・ヘルス製品の安定供給に関する一般の理解の促進、

資金動員、各国の対応能力の構築を行うことで、これ

らプログラムの持続性を強化し、様々なプログラムの

間の調整をより一層推進する。

ほとんどの国において､未だに家族計画がリプロダクテイ

ブ・ヘルス・ケアの中心課題であるのが現状である。しか

し、ＩＣＰＤから５年を経て、すべての国で幅広いI性行動に関

する健康（セクシャルヘルス）とリプロダクテイブ・ヘル

スに関する情報とサービスを利用できるよう様々な試みが

行われてきた。多くの国々はＩＣＰＤのリプロダクテイブ・ヘ

ルスの定義を採用し、リプロダクテイブ・ヘルスを利用す

る人のニーズに合わせる方向での活動を続けている。その

うち急速にその実施が行われている国が数カ国ある。

多くの国で避妊法の種類を増やす努力が行われてきた。

さらに避妊法が個人の性の認識やパートナーとの関係なら

びに、男女問題に基づいて選択されるように、情報提供と

カウンセリングサービスの質を向上させている。また、避

妊法の副作用及び副作用への対処の仕方に関する、より正

確で徹底的な情報とカウンセリングが提供されるよう努力

が払われている。

各国で、サービスの質の向上に向けての試みも様々に行

われている。例えば、性の規範が家族計画を求める男女に

とっていかに障害になっているかを避妊のカウンセラーが

考慮している。避妊法を使用している人々のネットワーク

は、女性が避妊具を内密に使用する傾向のある地域の新規

利用者を援助したり、副作用により避妊法を継続すること

ができないという問題を抱える人の助けとなっている。男

性や影響力のある家族の一員も、女性の避妊法の利用を支

援する方向に進んでいる。

世界各地でサービス内容も豊富になり、家族計画サービ

スも多くの人が利用するようになってきている。何百万人

ものカップルに対してソーシャルマーケティングが行われ、

コンドーム販売数は劇的に増加した。1994年以降、月１度

の注射による避妊法や女性用コンドームなど新たな避妊法

が利用可能となった。緊急避妊法もより簡易に利用できる

ようになっている。

齢･rlq

■－コ

●1990年における少女と女性の非識字率を2005年までに半

減しなければならない。2010年までに男女児童の実質的

な初等教育就学率を少なくとも90％にしなければならな

い。

|ＣＰＤ行動計画

ｌＣＰＤ行動計画は1994年に提出された目標の達成を最終目

的としている。その目標とは、世界中のすべての人が教育

を受けられるようになり、死亡率が低下し、家族計画やリ

プロダクテイブ・ヘルスのサービスを受けることができる

ようになることである（第１章参照)。lCPDでは、人口問題

と国の開発が相互に関係し合った－通りの目標が確認され

た。この目標には、持続可能な開発及び男女間の公正と平

等を背景としての持続可能な経済開発が含まれる。各国に

は、すべての開発戦略に人口問題の要素を含むことや、男

性から女性への暴力をなくし、女性器切除（ＦＧＭ）などの

有害な伝統的慣習を根絶することなどが要請された。

また､この会議では持続可能性という概念が重視された。

この概念の中には、経済の発展には環境と人口の要素が大

変重要であるということが示されている。この会議では、

単なる数値的な目標に重点を置くことを止め、数々のサー

ビスの提供・教育の推進・質の高いケアの提供などが中心

的な要素となる包括的で統合された取り組みに重点を置く

ことにした。重要なことは、この会議において人口管理と

いう考え方は終わりを告げたということである。より小さ

な家族を持ち、人口増加のスピードを遅くしていくために

は人口管理をするのではなく、幅広い家族計画に関する情

報サービスを含むリプロダクテイブ・ヘルス・ケアを人々

が自由に選択するのが必要であることがわかったのである。

おそらくこの会議の最も重要な成果は、女性がその生活を

自ら管理するためには、女性のエンパワーメン卜が必要で

あると認識されたことである。

開発途上国における、｜CPD資金目標の達成度の推移

億
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資金援助の意味するもの財政支援の必要i性

カイロで設定された行動計画の実行面については顕著な

進展を遂げているが、世界の援助国のリプロダクテイブ・

ヘルス計画への資金援助は需要を大きく下回っている。開

発途上国では､現在でもｌＣＰＤ行動計画を完全に実施するた

めの資金が不足している。

1994年、各国政府は2000年までにリプロダクテイブ・ヘ

ルス・サービスのため年間170億ドルが必要であり、そのう

ち３分の２を開発途上国が自ら拠出し、残り３分の１を資

金援助国が支出するとの合意に達した。今日、開発途上国

はカイロで設定された目標値である３分の２の拠出をして

いるが、資金援助国は年間20億ドルの拠出にすぎず、これ

は必要とされる57億ドルの３分の１にすぎない。

UNFPAの中心となる資金は約５％増加して2億61000万ド

ルであり、資金援助国も102カ国に増大した。基軸となる安

定的な資金に加え､補助的な資金が目標額4,000万ドルを6,300

万ドルも上回った。この補助的な資金の大幅な伸びは主に

オランダ政府がリプロダクテイブ・ヘルス関連用品の安定

供給に対する支援のために大幅な資金供与を行ったことに

よる。

この資金水準をもってしても、ＩＣＰＤへの各国の取り組み

が最も盛んであった1995年に達成された資金水準よりかな

り低いものである。中心となる資金は再度増加傾向にある

が､基金の多年度資金拠出フレームワーク（ＭＹＦＦ）で設定

された3億1,000万ドルを大きく下回っている。これは、国

連人口基金のサービスに対する需要が高まっていることを

考慮に入れておらず、カイロでの財政的責任分担の取り決

めに明らかに逆行している。

また、資金援助が減少したらその後の数年間にわたって

|OPD行動計画を実施する勢いが削がれるという、数字では

表すことのできないコストも考慮されていない。

資金不足により、引き続き望まない妊娠が高い割合で発

生し、妊娠中絶を望む者は跡を絶たず、乳・幼児、妊婦の

死亡率は増加し､世界中でさらに早い勢いでＨＩＶ/AIDSが蔓

延し､利用する人が主体のリプロダクテイブ・ヘルス・サー

ビスへの取り組みがさらに遅れるなどの影響が出る｡また、

民間部門への依存が大きくなることで、貧しい人々が健康

サービスを利用できなくなることがあってはならない。最

終的に、もし人口増加のスピードが遅くならなければ、学

校教育､基本的医療・保健の提供､購入可能な住宅の供給、

公共交通機関及び道路の整備、重要な天然資源の管理など

極めて重要な分野ですでに達成されてきた成果がすべて壊

れてしまうだろう。

十分な資金及び人口増加の緩和は、今後の進展に欠くこ

とのできないものである。厳しい財政状況にあり、．他にも

制約があるにもかかわらず進展が見られるということは、

世界のあらゆる地域で､ｌＣＰＤの目標が必要不可欠であり実

用的であると見なされていることを示している。

進展度は統計によって明らかである。開発途上国の女性

の60％近くが家族計画を利用しており、1950年以来出生率

は半減した。しかし、人口問題は単なる人の数の問題では

ないと強調することが大切である。人口問題とは人間の問

題なのだ。この考えは世界中の一致した意見の基盤となる

ものである。つまり、ｕ人口問題は人間の問題だ〃という考

えは今まで成し遂げられてきた進展の基礎となるもので、

そしてこの考えは今後の成功のカギとなるだろう．

llLfjLmili
匙～

Ｉかつて社会主義・共室主義国家偉制をとっていた国々が、ソ連邦崩壊に伴い、市

場経済体制への移行を行いつつあり、この体制移行に伴い経済的な困難に直面し

ている。単なる途上国とは巡い－段に社会開発の面では進んでいるが、経済的な

困窮が人口・家族計画の面でも大きな影響を与えている。

lIRep｢oducliveHeal【ｈ；翻訳しにくい概念であるため、カタカナでリプロダクテイ

ブ・ヘルスと表記する。､､性と生ﾘiliに関する健康"と翻訳する場合もあ滞りが文意か

ら言って、ライフサイクル全休を含む人口再生産の過理すべてに閲する(ji1f1Iのこ

とであるため、翻訳する場合には､､人口再生産に関わる健康〃とする。黙田俊夫

苫APDAリソースシリーズ１「国迎人口会議20年の軌跡一ブカレストからカイロ

ヘー」参照一

iii「割礼」と呼ばれることもあるが、男性性器の包皮を切り取る『割礼」とは宗牧的

な意味合いも、身佐的な影響もまったく異なるため．あえて「割礼」という用語

を使わない。アフリカ大陸に画有の習悩とも言われる。

ⅣEmpowermentは字義通り、powcr（力）を向上させることであるが、英`niiのpowe「

には日本語では区別されるｒ物理的・身体的な力」と権力のような「社会的な力」

を含む。したがって日本語で１つのHLjlIiに世き換えることは’'1(理であり、以下｢エ

ンパワーメント」とカタカナ表記をする。この意吹は女性が身伝的にも健康状態

を改善し、さらに社会釣にもその潅利を含む地位を向上させることである。

ｖ世界の人口端加数（規模）は、世界人□（人口規棋）に人口増加率を掛けたもの

から死亡数を除いたものである。したがって、人口贈加率を掛ける母数となる世

界人口のIIL兇椣がかってないほど拡大している呪狂、人口墹加率が減少したとして

も、その絶対数は容易には減少しないということになる。人口減少の過程は、人

口1(ｳ加率、人口1111加数、人口規模の順で生じ、その間にかなりの時間差がある。

このため人口j(1)加率が減っても、毎年の人口二曽加数はなかなか減らない。さらに

全体の人口規模が停止や減少に向かうためにはかなりの時１１４がかかり、対策が遅

れた渇合、長期的に仏大な影響を及ぼすことになる。

ｗ幽生数が人口を継持する水準のこと＝死亡率の水準で変化するが、一般的に言っ

て、女性１人当たりの合計特殊出生率が2.1～2.05の水準となる。

Ⅷ経済状況によりjii1用撒会がなければ、社会的な不安定や政治的な混乱を招く可能

性が高い。人口ボーナスがボーナスとして恩恵をもたらすにはその国の経済的な

状況によること在忘れてはならない③ 2３
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